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○高速道路等における公務通行に関する要領の制定について 

平成20年12月17日例規（給）第113号 

改正 

令和７年10月24日例規（務）第83号 

この度、「高速道路等における公務通行に関する要領の制定について」（平成17年９月29日例規（給）

第102号）の全部を改正し、別記のとおり高速道路等における公務通行に関する要領を定め、平成21

年１月１日から実施することとしたので、誤りのないようにされたい。 

別 記 

高速道路等における公務通行に関する要領 

第１ 趣旨 

この要領は、高速道路その他の有料道路（以下「高速道路等」という。）における警察用務に使

用する自動車（以下「警察用自動車」という。）の公務通行（道路整備特別措置法（昭和31年法律

第７号）第24条第１項ただし書の規定又は高速道路等を管理する者（以下「道路管理者」という。）

との協定により料金の徴収の対象から除外される車両として通行することをいう。以下同じ。）に

関し、必要な事項を定めるものとする。 

第２ 公務通行の証明書等の種類 

警察用自動車の公務通行の対象となる高速道路等（以下「対象道路」という。）の公務通行に必

要な証明書等（以下「証明書等」という。）の種類は、次のとおりとする。 

(１) 公務従事車両証明書（別記様式第１号） 

(２) 公務警察自動車通行証（別記様式第２号） 

(３) 公務警察自動車通行券（別記様式第３号） 

(４) 次に掲げる公務用カード（公務通行の際にＥＴＣシステム（有料道路自動料金収受システム

をいう。以下同じ。）を利用するためのカードをいう。以下同じ。） 

ア 西日本高速道路株式会社から貸与を受けたＥＴＣシステムの利用を可能とするカード（以下

「西日本高速カード」という。） 

イ 阪神高速道路株式会社から貸与を受けたＥＴＣシステムの利用を可能とするカード（以下「阪

神高速カード」という。） 

第３ 対象道路等 

対象道路、対象道路の公務通行を行う方法等は、給与課長が別途通知する。 

第４ 証明書等の取扱い 

１ 管理体制 

(１) 管理責任者 

ア 給与課に証明書等管理責任者（以下「管理責任者」という。）を置く。 

イ 管理責任者は、給与課長をもって充てる。 

ウ 管理責任者は、証明書等の発行及び使用に関する事務を統括するものとする。 

(２) 管理副責任者 

ア 給与課に証明書等管理副責任者（以下「管理副責任者」という。）を置く。 

イ 管理副責任者は、給与課次長をもって充てる。 

ウ 管理副責任者は、管理責任者を補佐し、証明書等の発行及び使用の適正を図るものとする。 

(３) 所属長の責務 

所属長は、所属における証明書等の使用及び保管について責任を負うものとする。 

(４) 取扱責任者 

ア 所属に証明書等取扱責任者（以下「取扱責任者」という。）を置く。 

イ 取扱責任者は、次に掲げる所属の区分に応じ、それぞれに定める者をもって充てる。 

（ア） 警察本部の所属 次長又は副隊長 

（イ） 警察学校 副校長 

（ウ） 方面本部 副方面本部長 

（エ） 組織犯罪対策本部 組織犯罪対策本部副本部長 
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（オ） 犯罪対策戦略本部 犯罪対策戦略本部副本部長 

（カ） 警察署 副署長又は次長（執務時間外にあっては、当番責任者） 

ウ 取扱責任者は、所属における証明書等の使用及び保管の適正を図るものとする。 

(５) 取扱者 

ア 所属に証明書等取扱者（以下「取扱者」という。）を置く。 

イ 取扱者は、庶務に関する事務（部の附置機関にあっては、庶務又は車両に関する事務）を

担当する警部補以上の階級にある警察官（これに相当する職にある警察行政職員を含む。）

のうちから、所属長が指名する者をもって充てる。ただし、執務時間外にあっては、次に掲

げる所属の区分に応じ、それぞれに定める者をもって充てる。 

（ア） 警察本部の所属、警察学校、方面本部、組織犯罪対策本部及び犯罪対策戦略本部 警

部補以上の階級にある警察官（これに相当する職にある警察行政職員を含む。）のうちか

ら、所属長が指名する者 

（イ） 警察署 当番副責任者 

ウ 取扱者は、所属における証明書等の取扱いに関する事務を行うものとする。 

(６) 補助者 

ア 警察本部の所属、警察学校、方面本部、組織犯罪対策本部及び犯罪対策戦略本部の長は、

特に必要があると認める場合は、庶務に関する事務を担当する巡査部長以上の階級にある警

察官（これに相当する警察行政職員を含む。）のうちから証明書等取扱補助者（以下「補助

者」という。）を指名することができる。 

イ 取扱者が不在であることその他の事情により、その職務を行うことができないときは、補

助者が、取扱者の事務を行うものとする。 

(７) 監督者の責務 

監督者（警部以上の階級にある警察官又はこれに相当する職にある警察行政職員（後記４の

(３)のアの（イ）に該当する場合は、警部補の階級にある警察官又はこれに相当する職にある

警察行政職員）に限る。以下同じ。）は、部下職員の証明書等の使用について、的確な把握に

努めなければならない。 

２ 証明書等の請求 

所属長は、公務従事車両証明書及び公務警察自動車通行券の用紙、公務警察自動車通行証又は

公務用カードを必要とするときは、次の表により管理責任者に請求するものとする。 

請求の区分 請求書の様式 請求の時期 受領の方法 

公務従事車両証明書

及び公務警察自動車

通行券の用紙の請求 

公務従事車両証明書

等請求書（別記様式

第４号） 

各四半期の開始月

の前月の１日から20

日まで（急を要する

場合は、その都度） 

給与課において手交する。ただ

し、本部本庁舎に所在する所属以

外の所属（以下「本部本庁舎外所

属」という。）に対しては、公務

従事車両証明書等送付書（別記様

式第５号）を添えて逓送により送

付するので、内容を確認の上、下

部の受領書を速やかに返送する

こと。 

 なお、請求する枚

数は、当該四半期に

使用する見込みの枚

数とする。 

公務警察自動車通行

証の請求 

公務警察自動車通行

証等配布・交換請求

書兼返納書（別記様

式第６号） 

１ 汚損等により交

換を必要とすると

き。 

給与課において、公務警察自動

車通行証の用紙に所要事項を記

載し、大阪府警察本部の公印を押

印した上で、手交する。ただし、

本部本庁舎外所属に対しては、公

務従事車両証明書等送付書を添

えて逓送により送付するので、内

容を確認の上、下部の受領書を速

やかに返送すること。 

 ２ その他特に必要

とするとき。 

公務用カードの請求  汚損、磁気障害等 給与課において手交する。ただ
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により使用不能とな

ったとき。 

し、本部本庁舎外所属に対して

は、公務従事車両証明書等送付書

を添えて逓送により送付するの

で、内容を確認の上、下部の受領

書を速やかに返送すること。 

３ 証明書等の発行手続等 

証明書等の所属における発行手続その他の取扱方法（以下「発行手続等」という。）は、次の

表のとおりとする。 

なお、公務従事車両証明書及び公務警察自動車通行券を発行する者（以下「発行者」という。）

は、所属長（警備部の所属（機動隊を除く。）において使用する公務従事車両証明書にあっては、

警備総務課長）とする。 

区分 発行手続等 備考 

公務従事車両証明書

及び公務警察自動車

通行券 

１ 公務従事車両証明書又は公務警察自動車

通行券の用紙に所要事項を記載し、発行者の

公印を押印して発行する。ただし、あらかじ

め記載することが困難な事項については、使

用するときに記載すること。 

公務従事車両証明書の用

務欄への記載は、次の例に

より適切に行うこと。 

 なお、「公務」、「公用」

等は、用いないこと。 

 ２ 発行の都度、公務従事車両証明書等発行状

況一覧表（別記様式第７号）に所要事項を記

載する。ただし、使用欄については、あらか

じめ記載することが困難な場合には、使用後

に記載すること。 

 例： 警衛 警護 警ら 

緊急輸送 犯罪捜査 

 ３ 発行後、用務の変更等により使用しなかっ

た公務従事車両証明書又は公務警察自動車

通行券は、その都度、発行者に返納させる。 

 

 ４ 返納された公務従事車両証明書又は公務

警察自動車通行券は、発行者が速やかに復元

できない方法により廃棄すること。 

 

公務警察自動車通行

証 

１ 公務警察自動車通行証は、所属長が、警察

用自動車を運行しようとする職員（所属長が

必要と認める場合は、当該職員の監督者）に

貸与し、必要がなくなったときに返納させ

る。 

 

 ２ 貸与又は返納の都度、公務警察自動車通行

証貸与台帳（別記様式第８号）に所要事項を

記載する。 

 

公務用カード １ 公務用カードは、所属長が、警察用自動車

を運行しようとする職員に貸与し、必要がな

くなったときに返納させる。 

 

 ２ 貸与又は返納の都度、公務用カード管理台

帳（別記様式第９号）に所要事項を記載する。 

 

４ 分室に係る証明書等の取扱いの特例 

(１) 所属長は、所属職員が分室その他当該所属の所在する場所以外の場所（以下単に「分室」

という。）において勤務する場合（分室において勤務する職員（以下「分室勤務員」という。）

を指揮監督する職員が、当該分室において勤務する警部補以上の階級にある警察官又はこれに

相当する警察行政職員である場合に限る。）で特に必要と認めるときは、管理責任者と協議し

てその了承を得るとともに、後記(４)の承認を得た上、当該分室ごとに、証明書等の発行手続

等に係る事務（以下「証明書等発行事務」という。）を処理させることができる。ただし、警

察署にあっては、証明書等発行事務を処理させることができる分室として対象になるのは、大
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阪水上警察署泉州警備派出所及び豊中警察署空港警備派出所とする。 

(２) 前記(１)の分室において勤務する場合には、一時的（おおむね１月以上とする。）に分室

において勤務することが予定される場合を含むものとする。 

(３) 所属長は、前記(１)により分室において証明書等発行事務を処理させる場合は、次による

ものとする。 

ア 分室における証明書等の発行又は貸与の適正を図るとともに、その保管を行わせるため、

分室ごとに、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれに定める者を置く。 

（ア） 分室勤務員を指揮監督する職員が、当該分室において勤務する警部以上の階級にあ

る警察官又はこれに相当する職にある警察行政職員である場合 取扱責任者の事務を行う

者（以下「分室取扱責任者」という。）及び取扱者の事務を行う者（以下「分室取扱者」

という。） 

（イ） 前記（ア）以外の場合 分室取扱責任者 

イ 前記アの（イ）に該当する場合は、分室取扱責任者は、併せて取扱者の事務を行うものと

する。 

ウ 分室取扱責任者は当該分室において勤務する警部以上の階級にある警察官又はこれに相当

する職にある警察行政職員（前記アの（イ）に該当する場合は、警部補の階級にある警察官

又はこれに相当する職にある警察行政職員）のうちから、分室取扱者は当該分室において勤

務する警部補の階級にある警察官又はこれに相当する職にある警察行政職員のうちから、そ

れぞれ所属長が適任と認めて指定する者をもって充てる。 

エ 分室勤務員が使用する証明書等は、分室取扱責任者に対して、一括して発行し、又は貸与

する。 

オ 分室勤務員が証明書等を使用するときは、前記エにより一括して発行し、又は貸与された

証明書等のうちから、これを使用する者に交付させる。 

カ 証明書等発行事務は、前記３に準じて行わせる。ただし、公務従事車両証明書及び公務警

察自動車通行券の交付及び使用の状況の記載は分室用公務従事車両証明書等交付状況一覧表

（別記様式第10号）を、公務用カードの貸与及び使用の状況の記載は分室用公務用カード管

理台帳（別記様式第11号）を使用させ、証明書等の交付後使用しなかった公務従事車両証明

書及び公務警察自動車通行券は、分室取扱責任者を経由して返納させる。 

キ 前記エにより分室取扱責任者に対して発行し、又は貸与した証明書等は、当該分室取扱責

任者に、鍵のかかる保管庫等に保管させる。 

ク 分室取扱責任者は、分室において公務警察自動車通行証又は公務用カードを使用しなくな

ったときは、速やかに所属長に返納するものとする。 

(４) 所属長は、前記(１)により分室において証明書等発行事務を処理させようとする場合は、

公務従事車両証明書及び公務警察自動車通行券への公印の事前の押印に関し、大阪府警察公印

管理規程（平成13年訓令第27号）第11条第１項の規定により公印総括管理責任者の承認を受け

なければならない。 

(５) 所属長は、特別な事情があると認められる場合は、分室以外の場所においても、前記(１)

から(４)までに準じた取扱いをすることができる。 

５ 監督者への使用の報告等 

(１) 職員は、交付を受けた公務従事車両証明書、公務警察自動車通行券又は公務用カードを使

用したときは、その都度、用務、通行道路名、通行区間、使用車両番号及び使用枚数（公務従

事車両証明書及び公務警察自動車通行券に限る。）を直属の監督者に報告するとともに、次に

掲げる場合の区分に応じ、それぞれに定める者に連絡するものとする。 

ア 後記イ以外の場合 取扱者 

イ 分室において証明書等発行事務を処理する場合 分室取扱者 

(２) 前記(１)による連絡を受けた者は、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれに定める書類

の確認印欄に押印するものとする。 

ア 後記イ以外の場合 公務従事車両証明書等発行状況一覧表又は公務用カード管理台帳 

イ 分室において証明書等発行事務を処理する場合 分室用公務従事車両証明書等交付状況一

覧表又は分室用公務用カード管理台帳 
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６ 公務警察自動車通行証等の返納 

所属長は、管理責任者から配布を受けた公務警察自動車通行証又は公務用カードを使用しなく

なったときは、公務警察自動車通行証等配布・交換請求書兼返納書により、管理責任者に返納す

るものとする。 

第５ 報告 

１ 分室取扱責任者による報告 

分室取扱責任者は、その月に発行を受けた公務従事車両証明書及び公務警察自動車通行券の使

用状況を分室用公務従事車両証明書等交付状況一覧表により、その月に貸与した公務警察自動車

通行証の貸与状況を公務警察自動車通行証貸与台帳により、その月に使用した公務用カードの使

用状況を分室用公務用カード管理台帳により、翌月の10日までに、取扱責任者を経て所属長に報

告すること。 

２ 取扱責任者による報告 

取扱責任者は、毎月の公務従事車両証明書及び公務警察自動車通行券の使用状況を公務従事車

両証明書等発行状況一覧表により、毎月の公務警察自動車通行証の貸与状況を公務警察自動車通

行証貸与台帳により、毎月の公務用カードの使用状況を公務用カード管理台帳により、翌月の10

日までに所属長に報告すること。 

３ 所属長による報告 

(１) 所属長は、四半期ごとの公務従事車両証明書及び公務警察自動車通行券の発行状況並びに

公務用カードの使用回数を、公務従事車両証明書発行状況等報告書（別記様式第12号）により

当該四半期の終了月の翌月の15日までに、報告集計業務実施要領（平成15年２月28日例規（情）

第６号）に定める報告集計業務を利用して警務部長（給与課）宛て報告すること。 

(２) 所属長は、証明書等の盗難若しくは遺失があった場合若しくは公務用カードを使用した公

務通行の際における当該公務用カードの情報の読み込みに不具合が生じた場合又はこれらに類

する事故があった場合は、速やかにその状況を管理責任者に通報するとともに、警務部長（給

与課）宛て書面により報告すること。 

第６ 留意事項 

職員は、高速道路等における公務通行の適正な運用を図るため、次の事項に留意するものとする。 

(１) 公務通行を行うに当たっては、前記第３により給与課長が別途通知する公務通行の方法等に

より、警察用自動車の適正な運行に努めること。 

(２) 取扱責任者及び分室取扱責任者は、証明書等の使用及び保管に当たっては、次によること。 

ア 使用する用務が、警衛、警護若しくは警ら又は緊急輸送、犯罪捜査、犯人逮捕その他の緊急

の用務であるかどうかを厳格に確認すること。 

イ 証明書等の使用状況を定期的に点検し、適正な使用を徹底するとともに、証明書等の適正な

保管に十分配意すること。 

ウ 公務用カードは、それぞれに指定された警察用自動車以外の自動車で使用しないこと。 


